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第１章 計画の策定（見直し）にあたって 

１．計画の趣旨と背景 

今日の地域経済は、グローバル競争の激化や、人口減少社会の到来、消費者

ニーズの多様化、国際情勢の不確実性を起因とする物価上昇など、これまでに

ない困難に直面していることから、本市の特性と産業構造を概観するととも

に、地域経済を取り巻く今日的な状況を鑑み、それぞれの産業の社会的役割を

明確にした上で、地域経済の持続的発展と次代を担う若者が夢と希望を持ち続

ける活力ある地域社会を築くため、商工、農林、観光など地域の産業を担う事

業者と市民や行政が連携、協働して、平成２８年（2016 年）７月に「甲賀市

地域産業振興基本条例」（以下、「基本条例」という。）を制定しました。 

基本条例では、地域産業の振興に関する基本理念を定め、地域産業に関わる

者の役割及び責務を明確にすることにより、地域産業の振興を推進し、本市の

経済の活性化及び市民生活の向上を図ることを目的としており、市の役割及び

責務として、市が基本理念に基づき、地域産業の振興施策を総合的かつ計画的

に推進することを定めていることから、市の商工業振興のビジョンを示し、振

興施策を計画的に推進するため平成３１年（２０１９年）３月に「甲賀市商工

業振興計画」（以下、「本計画」という。）を策定しました。 

 

２．見直しの方向性 

本計画については、総合計画の基本計画に合わせ見直しを進めることから、

今日の地域経済を取り巻く諸環境の課題に加え、新型コロナウイルス感染症が

及ぼす社会の急激な変化に伴う「新しい生活様式」への移行をはじめ、時代の

転換点の中で企業の高水準の賃上げを持続的なものとし、未来への投資を拡大

することを支援し、国が進めるデジタルトランスフォーメション（DX）の推

進やカーボンニュートラルの実現に向けた動きなどを踏まえ、本計画を見直し

ます。 

 

SDGｓとの関連 
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３．計画の概要 

１）計画の位置づけ 

本計画は、本条例の基本理念（以下、「基本理念」という。）に基づき、

商工業の振興施策を計画的に推進することにより、時代の流れを見極めな

がらヒト・モノ・コトの投資を戦略的に展開するために、市の商工業振興

のビジョンを示すものです。 

第２次甲賀市総合計画（以下、「総合計画」という。）を上位計画とする

商工業分野における個別計画として位置づけられるものであり、商工業の

振興を通じて総合計画に定めた未来像、『あい甲賀 いつもの暮らしに「し

あわせ」を感じるまち』を実現することを目的としています。 

２）計画期間 

  総合計画の計画期間が、平成２９年度（２０１７年度）から令和１０年

度（２０２８年度）であることに合わせ、平成３１年度（２０１９年度）

から令和１０年度（２０２８年度）までの１０年間を本計画の計画期間と

します。 

総合計画の基本計画に合わせ、進捗状況や社会情勢、経済情勢を踏まえ

た見直しを行います。 

   

2019 2020 2024 2028

総合計画

基本構想

基本計画

商工業振興計画

（実施プラン）

計画期間：１２年間
平成２９年度（2017年度）から令和１０年度（2028年度）

第２期
４年間

第３期
４年間

第１期
４年間

2017

見直し 見直し

２年 ４年 ４年

計画期間：１０年間

平成３１年度（2019年度）から令和１０年度（2028年度）
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第２章 商工業振興の現状と課題 

１．工業 

  近畿圏と中部圏を結ぶ広域交通の要衝であり、市内に３箇所ある新名神高

速道路のインターチェンジなどの良好な交通アクセスに恵まれ、平成１８年

（２００６年）から１４１５年連続で製造品出荷額等が滋賀県内１位になる

など、魅力ある企業が集まり、ものづくり産業は雇用や税収でも極めて大き

な役割を果たしています。しかしながら、域内経済がものづくり産業に偏っ

ている状況にあり、市内製造業の多くが量産工場であり、経営決定権や研究

開発機能がない事業所も多く、工場の拠点集約化や雇用環境の変化などによ

り市外へ流出するリスクがあります。 

  また、新型コロナウイルス感染症の影響によるグローバルなサプライチェ

ーンの寸断や悪化する国際情勢やコスト高、少子化による急激な生産年齢人

口の減少などの複合的かつ不可避な問題は、市内製造業にも大きな影響を及

ぼし、製造拠点の国内回帰等の動きが進んでいますが、広大な市域にも関わ

らず土地の利用規制等のため、設備投資による用地拡張や新たな企業立地の

ニーズに即時の対応ができない状況にあります。 

工業におけるＤＸ・ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）の推進

により、企業の生産性向上を目指す取り組みが必要となっています。 
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産業大分類 売上高（百万円） 割合 産業大分類 売上高（百万円） 割合 産業大分類 売上高（百万円） 割合

製造業 404,008 63.9% 製造業 2,408,232 32.7% 製造業 387,060,638 22.9%

卸売業、小売業 59,741 9.4% 卸売業、小売業 1,930,352 26.2% 卸売業、小売業 480,167,887 28.4%

建設業 53,975 8.5% 建設業 708,655 9.6% 建設業 120,030,992 7.1%

医療、福祉 33,556 5.3% 医療、福祉 907,171 12.3% 医療、福祉 173,336,912 10.2%

サービス業（他に分類されないもの） 17,751 2.8% サービス業（他に分類されないもの） 237,000 3.2% サービス業（他に分類されないもの） 48,460,372 2.9%

運輸業、郵便業 14,018 2.2% 運輸業、郵便業 225,123 3.1% 運輸業、郵便業 62,199,305 3.7%

不動産業、物品賃貸業 9,951 1.6% 不動産業、物品賃貸業 200,276 2.7% 不動産業、物品賃貸業 59,532,063 3.5%

生活関連サービス行、娯楽業 7,976 1.3% 生活関連サービス行、娯楽業 118,642 1.6% 生活関連サービス行、娯楽業 30,461,302 1.8%

複合サービス業 7,673 1.2% 複合サービス業 52,985 0.7% 複合サービス業 8,923,555 0.5%

学術研究、専門・技術ｻサービス業 6,707 1.1% 学術研究、専門・技術ｻサービス業 118,562 1.6% 学術研究、専門・技術ｻサービス業 48,029,003 2.8%

宿泊業、飲食サービス業 5,064 0.8% 宿泊業、飲食サービス業 138,022 1.9% 宿泊業、飲食サービス業 20,783,408 1.2%

農業、林業 3,626 0.6% 農業、林業 37,628 0.5% 農業、林業 5,246,178 0.3%

教育、学習支援業 3,399 0.5% 教育、学習支援業 92,961 1.3% 教育、学習支援業 17,390,454 1.0%

金融業・保険業 2,017 0.3% 金融業・保険業 100,696 1.4% 金融業・保険業 117,768,068 7.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 1,292 0.2% 電気・ガス・熱供給・水道業 49,399 0.7% 電気・ガス・熱供給・水道業 36,232,504 2.1%

情報通信業 1,017 0.2% 情報通信業 30,257 0.4% 情報通信業 75,499,894 4.5%

鉱業、採石業、砂利採取業 654 0.1% 鉱業、採石業、砂利採取業 1,410 0.0% 鉱業、採石業、砂利採取業 1,503,162 0.1%

漁業 0 0.0% 漁業 1,424 0.0% 漁業 686,247 0.0%

合計 632,425 100.0% 合計 7,358,795 100.0% 合計 1,693,311,944 100.0%

甲賀市 滋賀県 全国

産業大分類 売上高（百万円） 割合 産業大分類 売上高（百万円） 割合 産業大分類 売上高（百万円） 割合

製造業 65,945 48.0% 製造業 478,252 28.8% 製造業 64,805,545 19.3%

医療、福祉 18,821 13.7% 医療、福祉 247,598 14.9% 医療、福祉 71,114,352 21.1%

卸売業、小売業 12,364 9.0% 卸売業、小売業 314,442 18.9% 卸売業、小売業 47,563,871 14.1%

建設業 11,188 8.1% 建設業 139,995 8.4% 建設業 23,983,076 7.1%

サービス業（他に分類されないもの） 7,679 5.6% サービス業（他に分類されないもの） 94,183 5.7% サービス業（他に分類されないもの） 17,132,613 5.1%

運輸業、郵便業 5,064 3.7% 運輸業、郵便業 68,515 4.1% 運輸業、郵便業 12,537,448 3.7%

学術研究、専門・技術ｻサービス業 3,260 2.4% 学術研究、専門・技術ｻサービス業 47,956 2.9% 学術研究、専門・技術ｻサービス業 20,295,871 6.0%

不動産業、物品賃貸業 3,044 2.2% 不動産業、物品賃貸業 55,353 3.3% 不動産業、物品賃貸業 12,217,776 3.6%

生活関連サービス行、娯楽業 3,018 2.2% 生活関連サービス行、娯楽業 36,804 2.2% 生活関連サービス行、娯楽業 4,906,239 1.5%

宿泊業、飲食サービス業 1,821 1.3% 宿泊業、飲食サービス業 51,928 3.1% 宿泊業、飲食サービス業 6,112,465 1.8%

複合サービス業 1,642 1.2% 複合サービス業 23,077 1.4% 複合サービス業 3,680,451 1.1%

金融業・保険業 1,036 0.8% 金融業・保険業 41,490 2.5% 金融業・保険業 18,758,856 5.6%

教育、学習支援業 993 0.7% 教育、学習支援業 40,443 2.4% 教育、学習支援業 8,019,736 2.4%

農業、林業 832 0.6% 農業、林業 7,281 0.4% 農業、林業 1,009,274 0.3%

情報通信業 454 0.3% 情報通信業 10,883 0.7% 情報通信業 19,496,076 5.8%

鉱業、採石業、砂利採取業 195 0.1% 鉱業、採石業、砂利採取業 438 0.0% 鉱業、採石業、砂利採取業 399,782 0.1%

電気・ガス・熱供給・水道業 96 0.1% 電気・ガス・熱供給・水道業 4,275 0.3% 電気・ガス・熱供給・水道業 4,092,563 1.2%

漁業 0 0.0% 漁業 277 0.0% 漁業 132,489 0.0%

合計 137,452 100.0% 合計 1,663,190 100.0% 合計 336,258,483 100.0%

甲賀市 滋賀県 全国
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産業大分類 従業員数（人） 割合 産業大分類 従業員数（人） 割合 産業大分類 従業員数（人） 割合

製造業 10,668 33.6% 製造業 84,370 19.7% 製造業 9,575,788 16.9%

医療、福祉 4,954 15.6% 医療、福祉 69,069 16.1% 医療、福祉 7,757,290 13.7%

卸売業、小売業 3,472 11.0% 卸売業、小売業 89,384 20.8% 卸売業、小売業 10,776,196 19.0%

サービス業（他に分類されないもの） 3,435 10.8% サービス業（他に分類されないもの） 33,823 7.9% サービス業（他に分類されないもの） 5,031,179 8.9%

建設業 1,922 6.1% 建設業 27,132 6.3% 建設業 3,775,648 6.6%

生活関連サービス行、娯楽業 1,283 4.0% 生活関連サービス行、娯楽業 15,215 3.5% 生活関連サービス行、娯楽業 2,065,807 3.6%

運輸業、郵便業 1,262 4.0% 運輸業、郵便業 18,254 4.3% 運輸業、郵便業 3,164,298 5.6%

宿泊業、飲食サービス業 1,120 3.5% 宿泊業、飲食サービス業 35,068 8.2% 宿泊業、飲食サービス業 4,381,632 7.7%

農業、林業 1,064 3.4% 農業、林業 8,500 2.0% 農業、林業 399,493 0.7%

不動産業、物品賃貸業 653 2.1% 不動産業、物品賃貸業 10,020 2.3% 不動産業、物品賃貸業 1,568,238 2.8%

学術研究、専門・技術ｻサービス業 603 1.9% 学術研究、専門・技術ｻサービス業 10,625 2.5% 学術研究、専門・技術ｻサービス業 1,870,110 3.3%

教育、学習支援業 595 1.9% 教育、学習支援業 14,901 3.5% 教育、学習支援業 2,081,032 3.7%

複合サービス業 355 1.1% 複合サービス業 3,173 0.7% 複合サービス業 656,785 1.2%

金融業・保険業 205 0.6% 金融業・保険業 6,003 1.4% 金融業・保険業 1,483,681 2.6%

情報通信業 69 0.2% 情報通信業 2,415 0.6% 情報通信業 1,942,258 3.4%

鉱業、採石業、砂利採取業 34 0.1% 鉱業、採石業、砂利採取業 176 0.0% 鉱業、採石業、砂利採取業 21,796 0.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 9 0.0% 電気・ガス・熱供給・水道業 438 0.1% 電気・ガス・熱供給・水道業 215,055 0.4%

漁業 0 0.0% 漁業 376 0.1% 漁業 39,188 0.1%

合計 31,703 100.0% 合計 428,942 100.0% 合計 56,805,474 100.0%

甲賀市 滋賀県 全国

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和３年（2021 年）地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ） 
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２．商業・サービス業 

 市内の民間消費額２，７３１億円（平成２７年（2015 年）２，８５３億

円（平成３０年（２０１８年））地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ））の１

7．31％２２．５０％にあたる４７３億円６４２億円が地域外での消費額と

なっており、年々、その数字は増加傾向にあることから、市外への消費流出

を防ぎ、市外からの消費を呼び込むことが必要です。 

新型コロナウイルス感染症による影響に追い打ちをかける原油・原材料価

格等の高騰の感染拡大により経営状況の厳しさが増すなか、店主の高齢化や

後継者不足等に伴い、事業をやめて店舗を閉じるケースが増加しています。

地域に密着した個人商店の減少、それに代わる市郊外へのナショナルチェー

ン店増加によって、本市の地域商業としての個性が失われる傾向にあるとと

もに、地域コミュニティやまちづくりを支えるまちの活性化の担い手が減少

しています。 

  従来の商業の支援制度は、商業団体を対象とするものが一般的でしたが、

商業団体を構成する個店そのものが減少している状況の中で、キャリア教育

等を通じて、次代の商業の担い手を増やすことが必要です。そして、商業・

サービス業におけるＤＸ・ＧＸの推進により、業務の効率化、コスト削減、

企業の生産性向上を目指しますす取り組みが必要となっている。 

また、新商品・新サービスの開発等による地域経済活性化のためには、本

市の地場産業、商業、観光、農林水産業や、豊かな自然、歴史、文化等の地

域資源を活用し、農商工連携による相乗効果を発揮できるよう、様々な取り

組みを支援します。 

     平成３０年（２０１８年） 市内住民･企業等所得分配 

民間消費額：住民の消費等 

民間投資額：企業の設備投資等 

その他支出：政府支出・市内産業の移輸出入収支額等 
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３．地場産業 

 

 【信楽焼】 

  日本遺産に認定された日本六古窯の一つである信楽焼は、歴史や伝統、ま

た、大物から精緻な小物まで、様々な陶器を生み出す優れた技術を有し、陶

磁器業界の中でも日本有数の高い知名度があります。しかしながら、生活様

式の変化による国内市場の縮小、安価な海外製品の輸入増加、メーカーの廃

業などにより、その生産額は平成４年（１９９２年）のピーク時の２割程

度、従業員数は３割程度まで減少しており、厳しい経営状況が続いていま

す。 

このような中、海外販路の開拓ブランディング、異業種コラボレーショ

ン、市場にあわせた商品開発、ソーシャルメディアやインターネット販売の

活用などに意欲的に取り組み、成果を出している事業所が増えてきており、

産地全体への広がりが求められています。 

また、ＮＨＫ連続テレビ小説「スカーレット」の効果により、市内外から

の観光客誘致による経済効果が期待されています。 

 

 

 

 

 

出典：信楽焼生産実態調査（調査:信楽陶器工業協同組合、集計:信楽窯業技術試験場）  
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H28(2016) H29(2017) H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2021)

地場企業(A=(a+b+c)) 63,391,215 63,673,113 60,686,214 65,612,649 60,555,382 73,808,260 79,198,627

甲賀地域a 57,387,669 56,683,889 53,243,245 60,007,939 53,000,667 60,024,482 59,812,033

日野地域b 3,292,151 4,248,787 4,476,701 3,673,809 4,635,054 5,763,056 3,935,949

その他地域c 2,711,395 2,740,437 2,966,268 1,930,901 2,919,661 8,020,722 15,450,645

誘致・その他企業(B) 122,233,166 149,017,979 143,762,560 479,298,061 439,178,160 436,888,866 508,942,247

総額=A+B 185,624,381 212,691,092 204,448,774 544,910,710 499,733,542 510,697,126 588,140,874

【薬業】 

医薬品製薬業は滋賀県内の地場企業の医薬品生産金額のうち、約７５％程

度を生産するなど、「稼ぐ力」の強い重要な本市の基幹産業となっています。

高齢化に伴い、国内の医薬品製造業の市場規模は拡大の傾向にありますが、

国の薬価引き下げの動きや価格競争等による厳しい環境が続いています。 

また、医薬品の製造に関わる容器等の関連産業は市外調達に依存してお

り、関連産業の誘致による市内経済の好循環を生み出すことが望まれます。 

配置薬販売はライフスタイルの変化に伴い、縮小傾向にあり、販売員の高

齢化も進行していることから、構造的な課題を抱えています。が、 

このような中、ＤＸの推進による利便性の向上により、超高齢社会及びア

フターコロナポストコロナ社会における新たなビジネスモデルの構築による

復活が期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

医薬品の地域別生産金額の推移（単位：千円） 

滋賀県薬事工業生産動態統計年報より 
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４．中小企業振興と新たな産業 

  市内における商工業者数３，５１９（令和４年度（２０２２年度）商工会

の実態）のうち、小規模事業者数は２，８０８（７９．８％）となってお

り、商工業者の多くは小規模事業者です。地域経済の活性化には、中小企業

はもちろん、小規模事業者の生産性向上や競争力強化、企業再生、ＤＸ・Ｇ

Ｘの推進などが欠かせないことから、こうした商工業者の経営基盤の強化や

経営の安定化が必要です。 

  また、起業家の育成と起業後の経営支援を通じて経営者人材の育成を図

り、創業しやすい環境の整備や近隣大学との連携等により、製造業以外の幅

広い産業を振興し人口減少社会に立ち向かうための、次の「稼ぐ力」となる

新たな産業の創出が必要です。 

 

５．就業促進と人材育成 

  人口減少局面にある本市における生産年齢人口（１５歳から６４歳）は、

現在の５万４千人から３０年後には約３割、１万７千人減少すると推計され

ており平成１７年（２００５年）のピーク時の７５％程度に２０３０年には

減少すると推計されており、労働者不足や高齢化、後継者不足などの解消に

むけ、就業の促進と人材育成は喫緊の課題です。 

本課題の解決にむけ、市内企業の人材確保支援や、生産性向上、女性活

躍、高齢者活躍、外国人材の雇用、働き方改革、テレワーク等の新しい働き

方の導入等が重要です。また、子どもたちが幼少期から地域の企業や産業へ

親しみをもてるようなキャリア教育を進めていくことが重要です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１．事業者の主体的な取り組みを支援します。 

甲賀市地域産業振興基本条例の基本理念に定めるとおり、地域産業の振興

には事業者自らの創意工夫及び自主的な経営努力が基本となります。社会や

経済情勢の変化に対応するためには、事業者自らが時代の流れ、消費者動向

などの社会的ニーズを的確に把握し、経営革新、創造的な活動への転換、生

産性向上や競争力強化に加え、ＤＸの推進、カーボンニュートラルの実現に

向けた動きなどに対応する自社を変革させていく「自己変革力」を高める必

要があります。 

商工業振興は、行政が事業者に一方的に施策を講じるのではなく、事業者

の主体的な活動に対して行政が支援することで相乗効果が発揮されます。ま

た、地域全体でこうした挑戦・自己変革を目指す経営者を支えていく機運を

醸成していくよう、努めていくことが重要です。そのため、商工業振興に当

たっては、自らの経営努力により主体的に取り組む事業者を重点的に支援し

ていきます。 

出典：国立社会保障・人口問題研究所  

今後、国勢調査結果により変動する可能性があります。  

推計値 

  → 

実績値 

← 
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２．地域資源を活かした産業を振興します。 

  経済のグローバル化が進展する中で、地域特性を活かした付加価値の高い

地域ブランドづくりに取り組むことは、伝統工芸や地場産業はもとより農林

業振興に大きな役割を果たし、地域全体の魅力向上につながるとともに、優

れた観光資源となり、交流人口の増加による地域の活性化が図れます。日本

遺産である信楽焼や忍者の活用による観光産業をはじめ各産業の多様な機能

を引き出し、２０２２年全国植樹祭や２０２５年日本国際博覧会（大阪・関

西万博）を見据え、産業間の連携を高めながら、地域資源を活かした産業の

振興を進めます。 

 

３．商工業を担う人づくりを進めます。 

急速に進行する、人口減少・少子高齢化による、生産年齢人口の減少は

様々な産業分野で人材不足、事業承継の問題を深刻化させており、本市の商

工業振興には、生産性の向上とそのための人材育成・確保が不可欠です。 

人づくりは、すべての活動の基盤になるものとの視点に立ち、産業のニー

ズにあった人材の育成・確保を図り、女性、高齢者、若者、障がい者、外国

人材等の活躍を促進するとともに、観光産業の振興などによる多様で魅力あ

る雇用の場の創出を図ります。 

また、商工業を担う子どもたちへ、甲賀市内の企業の魅力を発信するとと

もに、教育ファーム、キャリア教育、理系人材の育成等の取り組みにより、

人材の定着、都市部在住人材のＵＩＪターン、事業承継等を促進し、次代の

商工業を担う人づくりを進めます。 

 

４．中小企業の振興を重視します。 

  市内事業所の多数を占める中小企業は、新しい商品、技術の開発やＤＸ・

ＧＸの推進などにおいて積極果敢な挑戦を続けているほか、その事業活動を

通して、雇用や税収への寄与をはじめ、まちづくりや災害対応など、地域社

会に貢献する重要な役割を果たしています。また、商工会などの関係機関と

連携を強化し、中小企業や小規模事業者の多様な課題解決を図るとともに、

アフターコロナを見据えたポストコロナ社会における経営の支援と雇用の安

定化を図るための振興施策を示すことを重視します。 

   

５．行政の推進体制づくりを進めます。 

商工業は、非常に幅広い分野の取り組みに関わるものであり、市の各種施

策において、地域経済の視点は不可欠です。全庁的な商工業振興の体制づく
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りに向け、まちづくり、都市基盤の整備、公共交通の利便性向上、土地利

用、シティセールス、人材育成、防災等、幅広い分野とのさらなる連携を推

進し、市を挙げて甲賀市の商工業振興に柔軟性をもって取り組みます。 

 

第４章．基本方針と基本目標 

 総合計画に定めた未来像を実現するために、本計画が目指すべき方向性を示

す基本方針と、基本方針に基づいて推進する取り組みの柱として、５つの基本

目標を次のように定めます。 

  

１．基本方針 

時代の流れを見極めながらヒト・モノ・コトの投資を戦略的に展開するこ

とにより、域内消費の拡大と、域外から稼ぐ仕組みをつくり、地域経済の循

環で、活気あふれるまちを目指します。 

 

２．基本目標と施策 

 

基本目標１ 産業基盤の整備・企業誘致の強化 

地域を支えるものづくり産業を担う企業を応援するため、工業用地の創

出、操業環境の整備、支援体制の拡充を行い、企業立地を促進します。 

   

施策 １－① 企業活動を活性化させる環境（道路・公共交通等）整備 

１－② 工業用地創出による、企業誘致・立地の推進 

１－③ 優遇措置等による設備投資の促進 

  

基本目標２ 商業・サービス業の活性化 

意欲的な個店等の取り組みへの支援を通じて、市内外からの消費者を獲得

し、商業・サービス業の活性化を図ります。 

 

施策 ２－① 農商工連携による地域資源の活用 

２－② きめ細かな伴走支援の仕組みづくり 

２－③ 意欲的な個店等の直接支援 

     

基本目標３ 地場産業の維持拡大 

地場産業の経営基盤強化や新技術・新商品開発、海外需要の取り組みなど

を支援します。 
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施策 ３－① 国内外への地場産業の魅力発信 

３－② 技術や伝統の継承・後継者育成・担い手確保 

３－③ 新たな市場開拓・販路の維持拡大 

 

基本目標４ 新たな産業の創出と創業支援 

ものづくり産業の強みを伸ばしつつ、人口減少に立ち向かうための新たな

「稼ぐ力」の創出、創業に対する積極的な支援を行います。 

 

施策 ４－① 地域資源を活かした地域プロジェクトの創出 

４－② 産官学金連携による新分野・新事業展開の支援 

４－③ 創業支援の強化 

４－④ 観光関連産業の活性化 

 

基本目標５ 経営の支援と雇用の安定化 

 中小企業の経営支援を図るとともに、多様な雇用機会の確保・創出、雇用

の安定化に努めます。 

 

施策 ５－① 中小企業の経営支援 

   ５－② 事業承継・事業連携の推進 

５－③ 人材の育成・確保支援 

５－④ 働き方改革・ワーク･ライフ･バランスの推進 

５－⑤ 女性・高齢者等の活躍推進 
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３．目標指標 

（１）基本目標指標 

本計画を確実に推進するため、次の目標指標を定めます。 

新型コロナウイルス感染症の影響に追い打ちをかける国際情勢の原油・

原材料価格等の高騰の影響で地方経済は厳しい現状であることを鑑み、法

人市民税収の減少を踏まえて、２０２４年度・２０２８年度の経済活動市

内総生産の予測をする。ただし、本計画では、ポストコロナ社会における

企業の積極的な設備投資や生産性向上を踏まえて２０２３年から平均成長

率を毎年２．０％増加させることで、目標数値を設定します。 

   

 

経済活動市内総生産 

経済活動 

市内総生産 

【２０１５年度】

（実績） 

【２０２０年度】

（実績） 

【２０２４年度】

（目標） 

【２０２８年度】

（目標） 

６，２１２億円 

（基準年） 

５，４８０億円 

（約１３%減） 

５，７２７億円 

（約４%増） 

６，１９９億円 

（約８%増） 

 

 

 

出典：滋賀県市町民経済計算 
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（２）進捗評価指標 

基本目標指標とは別に、５つの基本目標のそれぞれについて、進捗を評

価する指標を設け、当面の分野別の取り組みの評価を補助する指標としま

す。現段階で集約可能な指標を示していますが、採用指標及び目標設定の

妥当性、実態に即した指標の検討・追加とデータ収集のあり方について

は、計画見直し時点に限らず、継続的に見直しを行うものとします。 

 

 

指標名 

【２０１７年度】 

実績（基準） 

【２０２０年度】 

実 績 

【２０２２年度】 

実 績 

【２０２４年度】 

目 標 

【２０２８年度】 

目 標 

基本目標１ 

・粗付加価値額 

・工場立地法届

出建築面積 

 

３，５３７億円 

 

１３，７４８㎡/

年 

 

３，９９７億円 

 

６３，１２６㎡/

年 

 

３，９３６億円 

 

１２９，７２４㎡

/年 

 

３，０５０億円 

 

１４７，９９２㎡

/年 

 

未定 

 

未定 

基本目標２ 

・市内生産額

（商業・サービ

ス業） 

・経営分析件数 

 

６９８億円 

 

２６件/年 

 

６７６億円 

 

７６件/年 

 

５８０億円 

 

５５件/年 

 

６６３億円 

 

７５件/年 

 

未定 

 

７５件/年 

基本目標３ 

・一人当りの信

楽焼生産額 

・化学工業粗付

加価値額 

 

６９６万円 

 

１，９２３億円 

 

７０８万円 

 

１，５７４億円 

 

７３４万円 

 

１，８８４億円 

 

７６６万円 

 

１，５３８億円 

 

未定 

 

未定 

基本目標４ 

・法人市民税納

税者数 

・市内観光消費

額 

 

１，２３０人 

 

  １５０億円 

 

１,２２３人 

 

１４９億円 

 

１,２８３人 

 

１４２億円 

 

１,３０３人 

 

１８１億円 

 

１，３８３人 

 

未定 

基本目標５ 

・市民納税者数 

・事業計画策定

件数 

 

４６，８４８人 

 

７５件/年 

 

４７，７２０人 

 

６７件/年 

 

４８，０７６人 

 

５５件/年 

 

４８，９２０人 

 

６５件/年 

 

５０，１２０人 

 

６５件/年 
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第６章 計画の進捗管理 

 目標の達成状況、施策の実施状況について、定期的に評価し、必要に応じて

改定するなどの、進捗管理をすることが大切です。将来像に向けた計画

（Plan）を立て、計画に基づいた事業を実施（Do）し、その達成度、効果を

評価（Check）し、評価結果から計画を見直し改善を実践する（Action）と

いうＰＤＣＡサイクルを繰り返すことで、計画の推進をします。 

 

商工業振興計画を着実に推進するため、「甲賀市商工業振興計画審議会」

で、ＰＤＣＡサイクルの手法に基づき、施策（事業）の進行状況を点検・評価

します。 

－18－ 


